
「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」 
答申を受けた競争政策に関する取組状況 

 

参考資料 

平 成 ２ ４ 年 ８ 月 ９ 日 
 

総務省総合通信基盤局 

資料９－４ 



ＮＧＮのオープン化に関する検討状況 ① 1 

● 情報通信審議会答申「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」（２０１１年１２月。以下「ブロードバンド答申」という。）で
は、ＮＧＮのオープン化について、①中継局接続機能の更なるオープン化（設定単位の細分化・柔軟化、インターフェースの多様化）を
図るために必要な措置をとること、②中継局接続機能に係るＰＯＩを予め増設すること、③収容局接続機能について、接続料設定単位
の多様化等の必要なオープン化について検討を行うこと、④ＮＮＩにおいて、通信プラットフォーム機能の一定のオープン化を検討する
こと、⑤ＳＮＩにおける通信プラットフォーム機能の一定のオープン化（内容・手法）の検討を進めることが適当とされた。 

● ＮＧＮの各機能のオープン化については、「ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間の意識合わせの場」等において議論が進め
られているところ、現在の状況は以下のとおり。 

中継局接続機能のオープン化 

■ 低速インターフェースの新設 
 一部の事業者より、１０Ｇより小さい単位の接続インターフェースの検討についての意見があったことから、意識合わせの場において引き続き検討
する予定。 

■ ＰＯＩの増設 
 以下の各事業者からの意見を踏まえ、「設置箇所」「信頼性」「運用性」「多様性」等の項目に分類し、現在、それぞれの検討項目について意識合わ
せを行っているところ。今後、引き続きＰＯＩの増設に向けて検討する予定。 
 
 

   ＰＯＩ新設については、 
①ＰＯＩ新設には各ＰＯＩビルで事業者間接続用のゲートウェイルータの新設が必要になること 
②当該ＰＯＩビルに設置するルータに接続トラヒックが集中すること 

から、関係事業者の意見を踏まえつつ、極力ルータや伝送路の増設が少なく、効率的なネットワークを維持できるよう、できる限り呼が集約できる場
所をＰＯＩの新設場所としたい。 

 
 

•  設置箇所の選択肢としては、地域ブロック単位や各県単位等が考えられる。  
•  ＰＯＩ設置箇所は全国に数ヵ所だけではなく、各地域ブロック単位に設置すべき。 
•  設置箇所単位ごとにＰＯＩをいくつ設置するか（例：２箇所のＰＯＩ）議論が必要。 
•  障害が発生した場合のトラヒックの迂回（例：ルート迂回が必要）をどうするか議論が必要。 
•  ＰＯＩの現行インタフェース（１０Ｇ）をさらに細分化（例：１Ｇ）するのか議論が必要。 
•  ＩＰ相互接続においては、双方の直収間のトラヒックを疎通させる形態が基本と想定されることから、接続点は２社間の中間点が基本になると考え
られる。 

ＮＴＴ東西の考え方 

他事業者の主な意見 



ＮＧＮのオープン化に関する検討状況 ② 2 

収容局接続機能のオープン化 

 収容局接続機能の更なるオープン化については、接続事業者から具体的な要望がなく、現時点では、検討は実施していない。 
 今後、接続事業者から具体的な要望がなされた場合には、ＮＴＴ東西と接続事業者の協議を通じ検討がなされる予定。 

通信プラットフォーム機能のオープン化 

■ ＮＮＩにおける通信プラットフォーム機能のオープン化 
  ２０１２年４月に開催した第７回ＰＳＴＮマイグレーションに係る関係事業者間の意識合わせの場において、一の接続事業者より自社０ＡＢ－ＪＩＰ電話

のアクセスラインとしてフレッツ光を利用するため、ＮＴＴ東西のＳＩＰにてＮＧＮの帯域確保を行う機能の提供を受けたい旨の要望があり、６月に第１回
の協議を開催し、要望内容の検討を行ったところ。 
 

  ２０１１年９月、別の一の接続事業者から、「東西で提供している帯域確保型サービスと同一の方法で、ＮＮＩ・ＳＮＩ接続における帯域確保機能のアン
バンドルに係る要望があり、現在、ＮＴＴ東西から当該事業者に対し、接続箇所や求める機能など要望事項の具体化を依頼しているところ。 

 
■ ＳＮＩにおける通信プラットフォーム機能のオープン化 
  ２０１２年４月及び５月に、ＮＴＴ東西とテレコムサービス協会の間で意見交換を２度実施し、中小規模事業者に利用しやすいようなＳＮＩメニューの提

供に関する要望があったことから、現在、ＮＴＴ東西において検討段階にある小口の映像配信メニューのサービス概要について、ＮＴＴ東西からテレコ
ムサービス協会に対し説明したところ。今後も、ＮＴＴ東西とテレコムサービス協会の間で定期的に意見交換を実施する予定。 
 

  また、ＮＴＴ東西は、テレコムサービス協会以外のプラットフォーム事業者やコンテンツプロバイダ等に対しても、ＮＴＴ東西のサービスの提案やＳＮＩ
サービスに対するニーズの把握を行い、より使いやすいメニューや新たなサービスの検討を行う考え。 

















禁止行為指定ガイドラインの見直し 
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① 市場シェアの順位が１位、かつ一定期間継続して４０%を超過 
  → 市場支配力を推定し、禁止行為規制対象事業者に指定 

② 一定期間２５%超の市場シェアを継続する者が複数存在し、 
  シェア格差が小さい 
  → 当該複数事業者を指定 

   ただし、全事業者のシェアが均一に安定し、市場支配力の濫用 
  のおそれがない 
  → 指定不要 

③ ２５%超の市場シェアを有するが、順位が２位以下、かつ１位との 
  シェア格差が大きい 
  → 指定しない （ただし、シェアの変化の程度を勘案） 

④ 従来２５%未満の市場シェアを有する者が、一時的に２５%超と 
  なった場合 
  → 直ちに指定しない （シェアの推移を見守る） 

   ２５%超のシェアを有する者について、短期間に急激にシェアが 
  低下又は数年間にわたり相当程度低下 
  → 直ちに指定せず、又は指定を解除 （シェアの推移を見守る） 

上記により判断困難である場合、業務区域毎に、下記を踏まえ総合
的に判断 
 事業規模、市場への影響力・ブランド力、需要／供給の代替性、価

格の弾力性、クレームの有無 等 

● 電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止行為規制の規定の適用を受ける電気通信事業者（移動通信分野における

市場支配的な事業者）の指定について、２００２年、当該指定に当たっての基本的考え方（禁止行為指定ガイドライン）※を策定。 
  ※ 「電気通信事業法第３７条の２第１項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける第一種電気通信事業者（移動通信分野における 

    市場支配的な電気通信事業者）の指定に当たっての基本的考え方」 

● ２０１２年４月、ブロードバンド答申を受け、モバイル市場の促進に関して、禁止行為指定ガイドラインの見直しを行い※、禁止行

為規制の適用対象に関する基本的な考え方を維持しつつも、適用基準を明確化。   
  ※ 旧ガイドラインを廃止し、「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者（移動通信分野 
     における市場支配的な電気通信事業者）の指定に当たっての基本的考え方」を策定。 

①一定期間継続して市場シェア４０%を超過 

  →市場支配力を推定し、③の諸要因を勘案し、特段の事情がない限り指定 

② 一定期間継続して２５%を超え４０%以下の市場シェアを有する者が存在する場合 

  ア シェアが１位 
    →シェアの水準及び③の諸要因を勘案し、特に市場支配力が推定される場合に 
    限り指定 

  イ シェアが２位以下 
   →シェアの順位が１位の者とのシェアの格差が小さく、かつ、③の諸要因を勘案し、 
     特に市場支配力が推定される場合に限り指定 

   なお、従来２５%未満の市場シェアを有する者が、一時的に２５%超となった場合 
   →直ちに指定しない （シェアの推移を見守る） 

   また、２５%超のシェアを有する者について、短期的に急激にシェアが低下又は数年 
  間にわたり相当程度低下 
   → 直ちに指定せず、又は指定を解除 （シェアの推移等を見守る） 

③ 上記①及び②を基本とするが、その際には、業務区域毎に、下記を踏まえ総合的 
 に判断 
 事業規模（資本金、収益、従業員数）、市場への影響力・ブランド力、需要／供給の代

替性、価格の弾力性、サービスや端末等の販売・流通における優位性、共同支配 等 

見直し前 （２００２年４月公表） 見直し後 （２０１２年４月公表） 













携帯電話の緊急通報ローミングに関する検討 16 

● 電気通信事業者協会の安全・信頼性協議会ケータイＷＧの下に、「携帯緊急通報ローミング検討会」を設置（２０１２年３月）。 

● 同検討会には携帯事業者（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス、ウィルコム）が参加し（総務省、ＮＴＴ東日
本がオブザーバー参加）、携帯電話における緊急通報ローミングに関する技術的な検討を実施中。 

検討の目標 

 携帯電話における緊急通報ローミングに関する技術的な課題とその解決方策を整理した上で、緊急通報ローミングを
実現する際の仕組みのモデルを取りまとめるとともに、必要となる費用の概算を行う。 

検討のスケジュール 

 ２０１２年４月に第１回検討会を開催。本年秋を目途に取りまとめを行う予定。 
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